
 

  

  

  

  

Ⅰ 令和６年度予算案の全体像 
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区 分
令和５年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算案
（Ｂ）

増 △ 減 額
（Ｃ）
（Ｂ－Ａ）

増 △ 減 率
（Ｃ／Ａ）

社会保障
関係費 ３２８，３１２ ３３５，０４６ ６，７３４ ２．１％

年 金 １３０，０７８ １３３，２３７ ３，１６０ ２．４％

医 療 １２２，３５６ １２３，５３２ １，１７５ １．０％

介 護 ３６，９５９ ３７，２８８ ３２９ ０．９％

雇 用 ５３９ １，５０５ ９６７ １７９．４％

福祉等 ３８，３８０ ３９，４８４ １，１０４ ２．９％

令和６年度厚生労働省予算案（一般会計）における社会保障関係費の内訳

（※）令和５年度予算額は当初予算額である。

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

（※）

（単位：億円）

［計数整理の結果、異同を生ずることがある。］

令和６年度 厚生労働省予算案の全体像

（単位：億円）
区 分

令和５年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算案
（Ｂ）

増 △ 減 額
（Ｃ）

(Ｂ－Ａ)

増 △ 減 率
（Ｃ／Ａ）

一 般 会 計 ３３１，４０８ ３３８，１９１ ６，７８２ ２．０％

社会保障関係費 ３２８，３１２ ３３５，０４６ ６，７３４ ２．１％

その他の経費 ３，０９６ ３，１４５ ４９ １．６％

労働保険特別会計 ４５，８２２ ４１，７２５ ▲４，０９７ ▲８．９％

年金特別会計
（子ども･子育て支援勘定を除く）

７０２，３５４ ７２７，０８４ ２４，７３０ ３．５％

東日本大震災復興
特別会計

８３ ７６ ▲６ ▲７．８％

（単位：億円）

（※１）令和５年度予算額は当初予算額である。
（※２）令和５年度予算額の一般会計の額は、国土交通省、環境省、消費者庁に移行する厚生労働省関係部局分278億円を除く。
（※３）年金スライド分3,518億円を含んでいる。
（※４）年金・医療・介護・雇用・福祉等の経費であり、義務的経費以外に裁量的経費も含まれる。
（※５）政府全体の社会保障関係費（こども家庭庁等の所管分を含む）の伸びは8,506億円。
（※６）令和５年度東日本大震災復興特別会計の額は、国土交通省、消費者庁に移行する厚生労働省関係部局分3.3億円を除く。
（注）各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、

端数において合計と合致しないものがある。

［計数整理の結果、異同を生ずることがある。］

（※２）

（※１）

（※４）
（※５）

（※３）

（※６）
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